
 

（表）  

第８号様式（第１６条第２項） 

  年  月  日  

  （宛先）野田市長   

              事業者 住所 

                  氏名                

                  担当者      電話番号 

設計者 住所 

氏名                

                  担当者      電話番号 

公共施設等帰属届 

都市計画法第２９条第１項の規定に基づき    年  月  日付   指令

第   号の    により許可を受けた野田市     字     

における開発行為について、工事が完了し公告されたので、同法第３９条及び第 

４０条の規定により帰属した次の施設及び土地を届出します。 

記 

法第３９条関係（公共施設） 

施設の種類 
所在地 

延長規模等 構造等参考事項 
大字 字 番地 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      



 

（裏） 

法第４０条関係（公共施設の用に供する土地） 

現況地目 台帳地目 
所在地 

面  積 備  考 
大字 字 番地 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        



 

 

帰属関係添付書類（必要部数） 
帰  属  担  当  課 

都計 管理 みどり 清掃 下水 消防 

１ 工事完了公告の写し １ ― ― ― ― ― 

２ 登記承諾書    ＊留意事項⑦参照 １ ― ― ― ― ― 

３ 帰属する土地の登記簿謄本 １ ― ― ― ― ― 

４ 公共施設配置平面図 １ １ ２ ２ １ ２ 

５ 公共施設構造図又は標準断面図 １ １ １ １ １ １ 

６ 印鑑証明書（法人番号記載のもの） １ ― ― ― ― ― 

７ 資格証明書（法人のみ）＊留意事項⑩参照 １ ― ― ― ― ― 

８ 開発区域内公図写し ２ １ ２ ２ １ ２ 

９ 開発区域内公共用地地積測量図及び求積図 ２ １ ２ ２ ― ２ 

10 道路境界確定図（道路査定図） １ ２ ― ― ― ― 

11 開発区域図（縮尺２，５００分の１） ２ １ ２ ２ １ ２ 

12 固定資産評価証明書＊留意事項⑧参照 １ ― ― ― ― ― 

13 登録免許税算出表 ＊留意事項⑧参照 １ ― ― ― ― ― 

14 登録免許税    ＊留意事項⑨参照 １ ― ― ― ― ― 

 

（留意事項） 

① 帰属担当課ごとにまとめること。 

② ４・８・９はその施設ごとに着色すること。 

③ 消防については、防火水槽の場合のみ添付すること。 

④ 登記承諾書は土地所有者ごとに各施設に分けて作成すること。 

⑤ 土地登記簿謄本は、分筆、地目変更、抵当権抹消等を行ってから提出すること。 

⑥ １０については、既存道路を含めた拡幅後の道路査定図を提出すること。 

⑦ 市から事業者への帰属がある場合には登記原因証明情報が必要となるので都市計画課で用意する。 

⑧ １２・１３は市から事業者への帰属がある場合に用意する。 

⑨ １４は登記日に必要となることから、持参する日は都市計画課及び用地課と協議の上用意する。 

⑩ 資格証明書は印鑑証明書に法人番号が記載されていれば不要です。ただし、法人番号が住所変更

により変更になった場合や法人番号が記載されていない場合は１ヶ月以内のものが必要です。 

 

 


